
事業番号 - - -

（ ）

現状・課題
（5行程度以内）

翌年度へ繰越し（D) - - - -

2,840

-

補助率等

事業概要
（5行程度以内）

災害が発生し、住家への一定規模以上の被害が発生が生じた場合のほか、多数の者が生命又は身体への危害を受け、又は受ける恐れが生じた場合には、都道
府県知事等の判断により、災害救助法の適用が可能であり、適用後は、法律による救助を実施する。
また、災害救助法が適用された市町村において、災害弔慰金の支給に関する法律に基づき、災害弔慰金、災害障害見舞金の支給、災害援助貸付金の貸付を行
うもの。
※平成25年10月１日、厚生労働省より移管されたもの。

実施方法 負担、貸付

予算額・
執行額

（単位:百万円）
（インプット）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

執行額(G) 17,398.8 3,242.9 2,880.5

計(F)
=（A)+（B)+（C)+（D)+（E)

22,499.6 4,291.8 3,130 4,216.3 3,130

予備費等（E) 11,189.4 - - -

予算の
状況

前年度から繰越し（C)

当初予算（A) 4,570 3,530 3,130 3,130 3,130

- - -

災害救助費：救助に要した費用等の合計額が普通税収入見込額の２/100以下の部分は50/100、２/100超4/100以下の部分は80/100、４/100超の部分は90/100（災害救助法第
21条）
災害弔慰金・災害障害見舞金：２分の１（災害弔慰金の支給等に関する法律第７条）
災害援護資金：貸付額の３分の２を指定都市又は都道府県に貸付（災害弔慰金の支給等に関する法律第12条）

平成25年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし 担当課室

-

補正予算（B) 6,740.2 761.8 -

1,086.3

1,086.3

令和5年度第1次補正予算

2023 府 22 0065

内閣府

政策 ７．防災

事業の目的
（5行程度以内）

〔災害救助費負担金〕
・災害に際して、国が地方公共団体等の協力の下に、応急的に必要な救助を行い、被災者の保護と社会の秩序の保全を図ることを目的とする。

〔災害弔慰金等負担金〕
・市区町村が、自然災害により死亡した者の遺族に対し弔慰のために災害弔慰金を支給するとともに、自然災害により精神又は身体に重度の障害を受けた者に対し災害障害見
舞金の支給を行い、もって住民の福祉及び生活の安定に資することを目的とする。

〔災害援護貸付金〕
・自然災害により、世帯主が負傷を負い、又は住居や家財に被害を受けた場合に、市町村が災害援護貸付金の貸付を行うことで、当該世帯の生活の立て直しを図ることを目的と
する。

参事官（被災者生活再建担当） 飯沼　宏規

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

・災害救助法（昭和22法第118号）第21条
・災害弔慰金の支給等に関する法律（昭和48法第82号）　第７条第２
項、第９条、第12条第１項

関係する
計画、通知等

・災害救助費の国庫負担について
・災害弔慰金等の国庫負担について
・災害弔慰金の支給等に関する法律に基づく災害援護資金の貸付の
財源として必要な国庫貸付金の申請等の取り扱いについて

事業名 災害救助等に要する経費 担当部局庁 政策統括官（防災担当） 作成責任者

事業開始年度

施策 ７．防災に関する施策の推進

政策体系・評価書URL

主要経費 その他の事項経費

令和5年度行政事業レビューシート

https://www8.cao.go.jp/hyouka/r1hyouka/r1jigo/r1jigo-10.pdf

事業概要URL https://www.bousai.go.jp/taisaku/hisaisyagyousei/index.html

(項)

令和5・6年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算項・目 令和5年度当初予算

計（A) 3,130

2,840

92%

執行率（％）
=(G)/(F)

77% 76% 92%

防災政策費

当初予算＋補正予算に対する執行額
の割合（％）

=(G)/｛(A)+(B)｝
154%

主な増減理由（・要望額・予備費）

76%

令和6年度要求

(目)

(目)

150

(目)

140 140

150

災害救助費等負担金

災害援護貸付金

災害弔慰金等負担金

その他

3,130

近年、我が国では地震、台風、強風、竜巻、大雨等により多くの家屋の損傷等が度々発生しており、併せて人的被害が発生しているところ。
このため、人的被害の軽減を図るとともに、被災者のニーズに応じた救助（避難所及び応急仮設住宅の供与、住宅の応急修理等）を実施する必要がある。

令和6年度要求

-

-

-



アクティビティ①についてアウトカムが複数設定できない理由

災害救助費等負担金は、法に基づき地方自治体が支出した費用の一部を負担するものであり、執行以外のアウトカムを設定できないため。

-

-- -

成果目標①-3の
設定理由

（長期アウトカム
へのつながり）

-

成果実績

成果目標及び成果実績
①-2

（中期アウトカム）

成果目標 単位

-

目標値 ％ -

- -

成果目標及び成果実績
①-1

（短期アウトカム）

成果目標

363

災害に際して、必要な予算措置を講じ、地方自治体からの申請に基づいて必要な金額を執行しているため。

-％

アウトカム設定について
の説明

令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

143

令和2年度 令和3年度 令和4年度
年度

-

目標年度

-

-

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

-

令和2年度 令和3年度

-

定量的な成果指標

- 目標値

年度

- -

達成度

単位 令和2年度

-

- - -

-

成果実績

目標最終年度

達成度 ％

↓

活動内容①
（アクティビティ）

都道府県知事が災害救助法を適用す
る

災害救助法の適用市町村数
活動実績

年度

- -

定量的な成果指標 単位

件 131

目標年度
令和4年度

活動目標及び活動実績
①

（アウトプット）
当初見込み - -

活動目標 活動指標

-

達成度 ％

-

↓

地方自治体からの申請に基づき、必要
な額を執行する

-

成果実績 ％ - -

-

令和２年度には、「７月３日からの大雨による災害」、「台風14号に伴う災害」、「12月16日からの大雪に伴う災害」、「令和３年１月７日からの大雪に伴う災害」、「令和３年福島県沖を震源とする地震に
伴う災害」、「令和３年栃木県足利市における大規模災害」、「令和３年新潟県糸魚川市における地滑り」、令和３年度には、「島根県松江市における大規模災害」、「７月１日からの大雨による災害」、
「台風第９号から変わった温帯低気圧に伴う大雨災害」、「８月11日からの大雨による災害」、「長野県茅野市において発生した土石流」、「令和４年福島県沖を震源とする地震に伴う災害」、令和４年
度には、「７月１４日からの大雨による災害」、「８月３日からの大雨による災害」、「台風第14号に伴う災害」、「台風第15号に伴う災害」、「12月17日からの大雪による災害」、「12月22日からの大雪によ
る災害」、「山形県鶴岡市の土砂崩れ」、「令和５年１月24日からの大雪による災害」が発生し、災害救助法を適用し、被災者のニーズに応じた支援を実施しているところ。

成果目標及び成果実績
①-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

-

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

-

成果目標①-1の
設定理由

（アウトプット
からのつながり）↓

↓
成果目標①-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

-

アクティビティ①について定性的なアウトカムを設定している理由

災害救助費等負担金は、法に基づき地方自治体が支出した費用の一部を負担するものであり、定量的な目標の設定はなじまないため。

目標値



活動内容②
（アクティビティ）

令和２年度には、「７月３日からの大雨による災害」、「台風１４号に伴う災害」、「12月16日からの大雪に伴う災害」
令和３年度には、「１月７日からの大雪に伴う災害」、「福島沖を震源とする地震に伴う災害」、「栃木県足利市における大規模災害」、「新潟県糸魚川市における地滑り」、「島根県松江市における大規
模災害」、「７月１日からの大雨による災害」、「台風第９号から変わった温帯低気圧に伴う大雨災害」、「８月11日からの大雨による災害」、「長野県茅野市において発生した土石流」
令和４年度には、「福島沖を震源とする地震に伴う災害」「８月３日からの大雨に伴う災害」「台風15号に伴う災害」「12月17日からの大雪に伴う災害」が発生し、市町村が死亡した者の遺族に対して、
災害弔慰金を、重度の障害を負った者に対して、災害障害見舞金を支給している。

↓

活動目標及び活動実績
②

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

市町村が災害弔慰金等を支給する 災害弔慰金等支給件数
活動実績 件 153 126 19

当初見込み - - - - - -

↓
成果目標②-1の

設定理由
（アウトプット

からのつながり）
災害に際して、必要な予算措置を講じ、地方自治体からの申請に基づいて必要な金額を執行しているため。

成果目標及び成果実績
②-1

（短期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標年度

- 年度

地方自治体からの申請に基づき、必要
な額を執行する

-

成果実績 ％ - - -

目標値 ％ - - - -

達成度 ％ - - - -

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

-

↓
成果目標②-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

-

成果目標及び成果実績
②-2

（中期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標年度

年度

- -

成果実績

目標値

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

-

達成度 ％ - - - -

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

-

↓
成果目標②-3の

設定理由
（長期アウトカム
へのつながり）

-

成果目標及び成果実績
②-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標最終年度

年度

- - 目標値

達成度 ％ - - - -

成果実績

アウトカム設定について
の説明

アクティビティ②について定性的なアウトカムを設定している理由

災害弔慰金等負担金は、それぞれ法に基づき地方自治体が支出した費用の一部を負担するものであり、定量的な目標の設定はなじまないため。

アクティビティ②についてアウトカムが複数設定できない理由

災害弔慰金等負担金は、それぞれ法に基づき地方自治体が支出した費用の一部を負担するものであり、執行以外のアウトカムを設定できないため。



当初見込み - - - -

目標値 ％ - - - -

活動内容③
（アクティビティ）

令和２年度には、「７月３日からの大雨による災害」、「台風14号に伴う災害」、「12月16日からの大雪に伴う災害」
令和３年度には、「１月７日からの大雪に伴う災害」、「福島沖を震源とする地震に伴う災害」、「栃木県足利市における大規模災害」、「新潟県糸魚川市における地滑り」、「島根県松江市における大規
模災害」、「７月１日からの大雨による災害」、「台風第９号から変わった温帯低気圧に伴う大雨災害」、「８月11日からの大雨による災害」、「長野県茅野市において発生した土石流」
令和４年度には、「福島沖を震源とする地震に伴う災害」「７月14日からの大雨に伴う災害」「８月３日からの大雨に伴う災害」「台風14号に伴う災害」が発生し、負傷または住家・家財に被害があった者
に対して、市町村が災害援護資金を貸し付けている。

↓

活動目標及び活動実績
③

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

市町村が災害援護資金を貸付する 災害援護資金貸付件数
活動実績 件 231 83 82

成果実績

- -

↓
成果目標③-1の

設定理由
（アウトプット

からのつながり）
災害に際して、必要な予算措置を講じ、地方自治体からの申請に基づいて必要な金額を執行しているため。

成果目標及び成果実績
③-1

（短期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標年度

- 年度

地方自治体からの申請に基づき、必要
な額を執行する

-

成果実績 ％ - - -

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

-

↓
成果目標③-3の

設定理由
（長期アウトカム
へのつながり）

-

達成度 ％ - - - -

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

-

↓
成果目標③-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

-

成果目標及び成果実績
③-2

（中期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標年度

年度

- -

達成度 ％ - - - -

目標値

達成度 ％ - - - -

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

-

アウトカム設定について
の説明

アクティビティ③について定性的なアウトカムを設定している理由

災害援護資金は、法に基づき地方自治体が支出した費用の一部を負担するものであり、定量的な目標の設定はなじまないため。

アクティビティ③についてアウトカムが複数設定できない理由

災害援護貸付金は、法に基づき地方自治体が支出した費用の一部を負担するものであり、執行以外のアウトカムを設定できないため。

成果目標及び成果実績
③-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標最終年度

年度

- -

成果実績

目標値



-

目標年度における効果測定に関する評価（令和○年度実施）

-
点検結果

　災害救助費等負担金は、災害に際し、現に救助を必要とする者に対し、応急救助を実施するもので
ある。
　このため、災害を契機として、応急修理制度の拡充、応急修理期間における応急仮設住宅の使用
を可能とすることや、災害ボランティアセンターで行う救助とボランティア活動の調整事務に必要な人
員を確保するための経費を国庫負担の対象とすることとした。
　災害弔慰金等負担金は、災害で死亡した者の遺族に対し、行政(国・都道府県、市町村)が弔慰を示
すこと等を目的とするものであり、コストの削減等の点検にはなじまない。また支給に当たっては法に
基づき、適切に災害弔慰金が支給されている。災害援護貸付金は、災害に対し、被災者が生活の立
て直しを図るために市町村が貸し付けるものである。被災者のニーズに応じて貸付が行われるため、
コスト削減等の点検にはなじまないと考える。また貸付に当たっては法に基づき、適切に貸付事業が
実施されている。
　なお、いずれも災害の発生に伴い必要となる経費であり、予め正確な所要額を見込むことはできな
いことから、当初予算額では必要最低限度のみを計上しており、不足額については補正予算等にお
いて措置している。

-

-

外部有識者の所見を踏まえ、引き続き事業の制度内容について適切かつ的確に検証し、予算の効果的かつ効率的な執行に努めること。

外部有識者の所見

法律の規定に基づき支給するものであり、問題ないと思われる。引き続き被災者のニーズに応じた救助を実施していただきたい。

上記への対応状況

-

上記への対応状況

-

過去に受けた指摘事項
と対応状況

0056

-

-

令和2年度 内閣府 0055

法律の規定に基づき支給するものであり、改善の余地はない。

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

令和元年度

平成28年度 0048

平成29年度 0048

平成27年度

内閣府

行政事業レビュー推進チームの所見に至る過程及び所見

平成24年度 -

平成25年度 厚生労働省698・699・700

公開プロセス・秋の年次公開検証（秋のレビュー）における取りまとめ

その他の指摘事項

引き続き、事業の制度内容について適切かつ的確に検証し、予算の効果的かつ効率的な執行に努める。

現状通り

現状通り

0054

平成30年度 0049

平成23年度 -

事業に関連する
ＫＰＩが定められ
ている閣議決定

等

名称

URL

該当箇所

平成26年度 0048

備考

改善の
方向性

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事業所管部局による点検・改善

-



0063

2021 府

資金の流れ
（資金の受け取り先が
何を行っているかにつ

いて補足する）
（単位：百万円）

0067

令和4年度 2022 府 21

20令和3年度

A

【補助】

Ｂ
【補助】

C

【貸付】 ５県

　90百万円

災害援護貸付金

内閣府

2,881百万円

災害救助法に基づく救助を実

施した都道府県等

（23自治体）

　　　2,754百万円

災害救助費等

負担金

12都県

　37百万円

災害弔慰金等

負担金

（岩手県の例）

２市

５百万円

災害救助法に基づく救助を実施した都道府県等に対し、

災害救助法第21条に定める国庫負担額

災害弔慰金及び災害障害見舞金を支給した市町村を含む都道府県に

対し、災害弔慰金の支給等に関する法律第７条第２項に定める負担割

合（都道府県負担額の２／３）を交付

・災害援護資金の貸付を行った市町村を含む等道府県又は指定都市

に対し、災害弔慰金の支給等に関する法律第12条第１項に定める負

担割合（指定都市又は都道府県が市町に貸し付ける貸付額の２／３）
を交付

・災害援護資金の貸付を行った市町村に対し、都道府県が災害弔慰

金の支給等に関する法律第11条第１項に定める割合（市町村貸付額

の全額）を負担

・災害弔慰金の支給等に関する法律第10条第１項に定める対象者に

貸付

災害弔慰金に支給等に関

する法律第３条及び第８条

に定める対象者に支給



　

支出先上位１０者リスト

A.

B

C

- -

- - -

5 宮崎県 4000020450006 令和４年台風第14号 2 補助金等交付 -

4 青森県 2000020020001
令和４年８月３日からの大雨
災害

2 補助金等交付

-

3 宮城県 8000020040002
令和４年７月14日からの大雨
災害

4 補助金等交付 - - -

- -

2 新潟県 5000020150002
令和４年８月３日からの大雨
災害

7 補助金等交付 - -

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 福島県 7000020070009
令和３年福島県沖地震
令和４年福島県沖地震

74 補助金等交付 -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

-

10 愛知県 1000020230006 御嶽山噴火 1 補助金等交付 - - -

- -

9 長野県 1000020200000 令和４年８月３日からの大雨 1 補助金等交付 - -

- - -

8 東京都 8000020130001 令和４年福島県沖地震 1 補助金等交付 -

7 広島県 7000020340006
平成30年７月豪雨令和４年度
の大雪

3 補助金等交付

-

6 福島県 7000020070009 令和４年福島県沖地震 3 補助金等交付 - - -

- -

5 山形県 5000020060003 令和４年８月３日からの大雨 3 補助金等交付 - -

- - -

4 宮城県 8000020040002 令和４年福島県沖地震 3 補助金等交付 -

3 岩手県 4000020030007
令和元年台風第19号
令和４年８月３日からの大雨

5 補助金等交付

-

2 宮崎県 4000020450006 令和４年台風第14号 8 補助金等交付 - - -

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 静岡県 7000020220001 令和４年台風第15号 8 補助金等交付 - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

- - -10 山形県 5000020060003 令和４年８月３日からの大雨 17 補助金等交付

-

9 宮崎県 4000020450006
令和４年台風第14号に伴う台
風

28 補助金等交付 - - -

- -

8 石川県 2000020170003 令和４年８月３日からの大雨 60 補助金等交付 - -

- - -

7 青森県 2000020020001
台風第９号から変わった温帯低気圧に伴
う大雨
令和４年台風第15号に伴う災害

62 補助金等交付 -

6 仙台市 8000020041009
令和元年東日本台風
令和４年福島県沖を震源とする地震

153 補助金等交付

-

5 静岡県 7000020220001
令和３年７月１日からの大雨
令和４年台風第15号に伴う災害

162 補助金等交付 - - -

- -

4 宮城県 8000020040002
令和元年東日本台風
令和４年福島県沖を震源とする地震
令和４年７月14日からの大雨

295 補助金等交付 - -

- - -

3 熊本県 7000020430005
平成28年熊本地震
令和２年７月豪雨

301 補助金等交付 -

2 新潟県 5000020150002
令和３年１月７日からの大雪
令和３年糸魚川市における地滑り
令和４年８月３日からの大雨

351 補助金等交付

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 福島県 7000020070009
令和元年東日本台風
令和３年福島県沖を震源とする地震
令和４年福島県沖を震源とする地震

1,269 補助金等交付 - - -

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙2】に記載 チェック

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

計 74 計

貸付金 災害援護貸付金 74

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

C. D.

費目・使途
（「資金の流れ」において
ブロックごとに最大の金
額が支出されている者に
ついて記載する。費目と
使途の双方で実情が分

かるように記載）

A. B.

費　目 使　途

計 1,269 計 8

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

負担金 災害救助法に基づく補助 1,269 負担金 災害弔慰金等負担金 8
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